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は じ め に
本稿は，筆者が2009年月，2011年月及び2012年月に調査したニュ
ージーランドにおける社会内労働（Community Work）を通じた就労支援
及びその意義を踏まえ，我が国の保護観察者を対象とした社会貢献活動の
発展可能性について考察を試みたものである。
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我が国における保護観察対象者による社会貢献活動の……
157
＊ 嘱託研究所員・常磐大学准教授
は，法的な位置づけ等において異なるものの，対象者を無報酬にて一定期
間地域社会における作業に従事させるという点において共通性があり，諸
外国における社会奉仕命令に類似した制度であるといえる。
本稿では，就労支援の観点を中心としてニュージーランドにおける社会
内労働の意義について考察し，とりわけ社会内労働が有する職業訓練的な
要素に注目するものである。その上で，我が国における社会貢献活動にお
いても，可能な場合には職業訓練的な要素を加味した活動を実施すること
や，社会貢献活動の実施時間及び回数についても柔軟に対応すべきである
ことを提言するものである。
なお本稿は，2012（平成24）年度科学研究費補助金若手研究 B（研究課
題名「就労支援の観点に基づく我が国の社会貢献活動発展の諸条件に関す
る実証的研究」）に基づき，筆者自身の研究状況を纏めたものである。
I 社会貢献活動とは
我が国の保護観察対象を対象とした社会貢献活動とは，一言でいえば，
保護観察対象者が地域社会に貢献するための活動を行うことであるといえ
る1)。2013年月22日に閣議決定され，現在参議院で審議中となっている
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1) 我が国の保護観察対象者に対する社会貢献活動については，泉佳孝「社会貢
献活動の先行実施計画について」『更生保護と犯罪予防』154号（2012年）
97-115頁，井出聖子「保護観察対象者にボランティア活動を体験させる喜び
と，今後の課題」『更生保護』62巻12号（2011年）35-38頁，今井猛嘉「『社会
内処遇の現代的課題』について」『刑法雑誌』51巻号（2012年）379-383頁，
大阪保護観察所振興グループ「大阪保護観察所における社会貢献活動」『更生
保護』63巻号（2012年）46-47頁，太田達也「刑の一部執行猶予と社会貢献
活動」『刑事法ジャーナル』23号（2010年）14-37頁，同「刑の一部執行猶予と
社会貢献活動：犯罪者の改善更生と再犯防止の観点から」『刑法雑誌』51巻
号（2012年）397-415頁，齋場昌宏「社会貢献活動について」『更生保護』62巻
12号（2011年）12-18頁，滝充「社会貢献活動と自己有用感：自発的な思いを
育む」『更生保護』62巻号（2011年）30-33頁，田野尻猛「刑の一部の執行猶
予制度を導入するとともに，保護観察の特別遵守事項の類型に社会貢献活動を
「刑法等の一部を改正する法律案」（第183回国会提出，内閣提出法案37）
（以下「改正法案」とする）によれば，更生保護法の第51条�項�号に
「善良な社会の一員としての意識の涵
かん
養及び規範意識の向上に資する地域
社会の利益の増進に寄与する社会的活動を一定の時間行うこと。」という
文言を加えるものであるとされている。すなわち改正法案の文言にしたが
えば，保護観察対象者による社会貢献活動とは，「善良な社会の一員とし
ての意識の涵
かん
養及び規範意識の向上に資する地域社会の利益の増進に寄与
する社会的活動」であるということができよう。
この更生保護法第51条は，いわゆる�号観察から�号観察までの保護観
察対象者に課せられる特別遵守事項に関する規定であるが，改正法案に社
会貢献活動に関する規定が盛り込まれたということは，前述した保護観察
対象者に対して，更生保護法51条�項に記されているような「改善更生の
ために特に必要と認められる範囲内において」社会貢献活動を特別遵守事
項として課すものであるといえよう。
これらの点を総合すれば，改正法案が予定している，我が国における社
会貢献活動の特徴としては，①法的に独立した処分ではなく，保護観察対
象者に対する特別遵守事項として課されるものであること，②社会貢献活
動の対象となる者は，�号観察から�号観察までの保護観察対象者である
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加える法整備を内容とする法制審議会の答申等について」『刑法雑誌』51巻�
号（2012年）384-391頁，調子康弘「社会貢献活動の先行実施について」『更生
保護』62巻�号（2011年）40-43頁，中村達也「社会貢献活動の試み」『更生保
護』62巻12号（2011年）43-45頁，畠山茂祥「手探りで始めた社会貢献活動」
『更生保護』62巻12号（2011年）39-42頁，福田英夫「社会貢献とそのための活
動場所の開拓」『更生保護』62巻12号（2011年）19-22頁，正木祐史「社会貢献
活動：法制審の議論」『龍谷法学』43巻�号（2010年）104-128頁，森本正彦
「刑の一部執行猶予制度・社会貢献活動の導入に向けて」『立法と調査』318号
（2011年）59-76頁，諸藤佑季「他機関主催型の社会貢献活動：筑後川クリーン
アップ活動」『更生保護』63巻�号（2012年）48-49頁，横田隆介「児童広場
（公園）の清掃活動：530運動に協賛して」『更生保護』62巻12号（2011年）
31-34頁等参照。
こと2)，③社会貢献活動の目的は，他の特別遵守事項と同様，保護観察対
象者の改善更生にあること3)，④社会貢献活動の性格として，対象者にと
っては，善良な社会の一員としての意識の涵
かん
養及び規範意識の向上に資す
るものとされ，かつ社会貢献活動の内容が地域社会の利益の増進に寄与す
るものとされていること4)，⑤社会貢献活動を課せられた対象者が，正当
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2) 法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議における事務当局
の説明によれば，社会貢献活動の具体的な対象者について「善良な社会の一員
としての意識又は規範意識に乏しく，社会貢献活動に従事させることがその改
善更生のために特に必要と認められる者」とし，例として「自己の社会的価値
に関する劣等感や，社会からの孤立感が強く，改善更生の意欲に乏しいような
者」，「暴走族の構成員など，自己中心的若しくは反社会的な価値観を有してい
る少年，あるいは若年の成人」，「道路交通に関する規範意識に乏しく，道路交
通法違反を繰り返しているような者」が挙げられている。他方，社会貢献活動
に従事させることが適当でない者の例として，「高齢者や疾病を有する者，薬
物・アルコール中毒者など治療を優先すべき者，さらには，住居の確保や就
労・就学等の生活の安定を優先すべき者」，「社会貢献活動の実施場所において
他者に害を及ぼすおそれのある者や，その犯した犯罪の内容等から活動の受入
先や地域住民の理解・協力が得られにくいと認められる者」が挙げられてい
る。法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議議事録（http://
www.moj.go.jp/content/000003865.pdf）（最終確認日：2013年�月�日）参照。
また，特に処遇効果が見込まれる保護観察対象者の類型として，齋場・前掲論
文15頁。
3) 社会貢献活動を通じた保護観察対象者の改善更生について太田は，「改善更
生の具体的な効果まで要求する厳密なものである必要はないとしても，保護観
察対象者の社会復帰上で意義が認められるものでなければならない」と指摘す
る。太田達也「刑の一部執行猶予と社会貢献活動：犯罪者の改善更生と再犯防
止の観点から」409頁参照。
4) 法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議における事務当局
の説明によれば，社会貢献活動の制度趣旨は，「保護観察対象者を社会に貢献
させる活動に従事させ，自らが社会に役立つ活動を行ったとの達成感を得させ
たり，地域住民等から感謝されることなどを通じ，自己有用感を得させるなど
して改善更生の意欲を向上させ，また，他者一般を尊重し社会のルールを遵守
すべきことを認識させることなどにより，その改善更生や再犯防止を図るこ
と」であるとしている。法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回
な理由なく活動に従事しなかった等の場合には，遵守事項違反となり不良
措置が採られること等が挙げられよう。
対象者が社会貢献活動に従事する時間については，改正法案では「一定
の時間」とのみ記されており，具体的な時間数についての規定は存在しな
い。法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議において
も，社会貢献活動の時間数について，「（社会貢献活動）によって改善効果
が上がるかどうかという観点から決まる」との意見や，「過度の負担にな
らないという観点から一定の上限を定めることが望ましい」等の意見が出
されているが5)，具体的な時間数については結論が出されていない。な
お，社会貢献活動については特定の保護観察所において2011年度より先行
実施されているが6)，このような先行実施による社会貢献活動について，
活動回数を保護観察者人あたり回程度とし，回あたりの活動時間を
おおむね時間から時間とし，全回をおおむねヶ月以内に終了するよ
うにするといったことが指摘されている7)。
社会貢献活動の具体的な内容については，改正法案では特に明記されて
いないが，改正法案の文言にしたがえば，対象者によって善良な社会の一
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会議議事録参照。
5) 法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議議事録。
6) 先行実施の社会貢献活動の場合，更生保護法第56条に基づく生活行動指針と
して，社会貢献活動を行うことといった項目を設定することにより実施され
る。生活行動指針についての説明として，泉・前掲論文99頁，齋場・前掲論文
17頁，松本勝編『更生保護入門（第版）』成文堂（2012年）68頁。また『平
成24年版犯罪白書』では，2011年（平成23年）における社会貢献活動の実施回
数は延べ266回，参加人数は延べ625人であったと記載されている。法務省法務
総合研究所編『平成24年版犯罪白書』日経印刷（2012年）126頁。
7) 齋場・前掲論文17頁。同稿においては，社会貢献活動の回数等について，活
動の最終回の実施時期が遅くなって良好措置の時期を失することのないように
することを考慮したものであると説明されている。なお長時間の社会貢献活動
により，対象者の就労や就学等の社会復帰に支障が出ることを避ける必要があ
ることを指摘したものとして，太田達也「刑の一部執行猶予と社会貢献活動：
犯罪者の改善更生と再犯防止の観点から」410頁。
員としての意識の涵養及び規範意識の向上に資するもので，かつ地域社会
の利益の増進に寄与する内容のものでなければならないといえる8)。法制
審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議においても，社会貢
献活動の具体的な内容に関する審議の中で，主として少年の保護観察対象
者に対する社会参加活動について言及されている点に鑑みれば，社会貢献
活動の具体的な内容を考える際には，社会参加活動における活動内容も参
考になるといえよう9)。我が国の法務省のホームページによれば，社会貢
献活動の具体的な内容として，公共の場所での清掃や，福祉施設での介護
補助のほか，落書き消しや除雪など，地域のニーズに応じて幅広い活動を
行うと説明している10)。また前述のとおり社会貢献活動は2011年より先行
実施されているが，社会貢献活動の先行実施について言及して紹介した文
献においては，実際に行われている活動内容として，清掃活動，使用済み
切手の整理，特別養護老人ホーム・障害者施設・病院における活動等が紹
介されている11)。
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8) 法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議における事務当局
の説明によれば，社会貢献活動の対象となる活動内容について，「当該作業に
従事することにより，保護観察対象者に自己有用感を得させて，改善更生の意
欲を高めるなどの処遇効果を得るのに資する活動」とし，具体的な例として
「公共の場所での清掃活動や，福祉施設における介護補助活動等」が挙げられ
ている。法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第23回会議議事録参
照。
9) 『平成24年版犯罪白書』によれば，社会貢献活動の例として公共の場所での
清掃活動や福祉施設での介護補助活動が紹介されており，また社会参加活動の
例として，社会貢献活動の例の他，陶芸教室・料理教室等での学習，農作業ス
ポーツ活動，レクリエーション活動が挙げられている。法務省法務総合研究所
編・前掲白書126頁。なお，体験学習，レクリエーション等や特定の個人・団
体のみが利益を得られるような活動は，「地域社会の利益の増進に寄与」の観
点から，社会貢献活動には該当しないとの指摘がある。この点について指摘し
たものとして，齋場・前掲論文13頁，調子・前掲論文42頁。
10) 法務省「立ち直りを助ける社会のチカラ 社会貢献活動」（http://www.moj.
go.jp/hogo1/soumu/hogo02_kouken.html）（最終確認日：2013年月日）
社会貢献活動における処遇効果として期待されるものとして，①自己評
価を高め，改善更生の意欲を向上させること，②社会のルールを守ること
の必要性を認識させること，③対人関係等の社会性を向上させることの
点が挙げられている12)。これらはいずれも保護観察対象者の内面に関わる
ものであるが，これらの効果が認められるとすれば，少なくとも保護観察
対象者の社会復帰上の意義があるものであるといえよう。
II ニュージーランドにおける社会内労働とその意義
 社会内労働の概要
ニュージーランドにおける社会内労働とは，刑の一環として対象者に対
して無報酬の労働作業を科すといった社会内処遇制度の一形態であり，諸
外国における社会奉仕命令に類似するものである。現在ニュージーランド
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11) 泉・前掲論文104-107頁，井出・前掲論文35-37頁，大阪保護観察所振興グル
ープ・前掲論文46-47頁，畠山・前掲論文40-42頁，諸藤・前掲論文48-49頁，
横田・前掲論文32-34頁等。
12) 齋場・前掲論文14頁。同稿では，①については「自己有用感を獲得すること
によって，『どうせ自分なんか期待されていないんだ』という自己評価の低い
状態から『人の役に立つことができてうれしい』と自分を認めて，自分の存在
を肯定する方向へ変わっていくことができることから，保護観察対象者が自尊
感情を持ち，自己評価を高めることによって考え方や行動が犯罪・非行から遠
ざかるようになることが期待される」と説明され，②については「例えば公共
の場所の清掃を行った場合，自分がごみを片付ける立場になってその大変さを
体験し，それまで無意識にごみのポイ捨てをしていたことに思い至り，社会の
ルールを守ることの大切さを認識するというように，遵法精神や規範意識を高
めること」と説明され，③については「社会貢献活動が他人と交わることを予
定している活動であることから，実施者である保護司や協力者としてかかわる
更生保護女性会員，BBS会員等との会話や共同作業等を通じ地域住民の人た
ちと触れ合うことによって，他者を尊重することを通じて，社会性の向上が促
される」と説明されている。なお社会貢献活動の処遇効果については，泉・前
掲論文98-99頁も参照。
における社会内労働は，2002年量刑法（Sentencing Act 2002）（以下「量
刑法」とする）を根拠法として実施されている13)。
社会内労働の対象となる犯罪については，①拘禁刑（custodial sen-
tence）の対象となる犯罪，②在宅拘禁（home detention）の対象となる
犯罪，③社会内量刑（Community-based Sentencing）の対象となる犯罪が
挙げられる（量刑法55条項）。裁判所は，対象者に対して40時間から400
時間の労働を言渡すが（量刑法第55条項），その判断基準としては，第
一に犯罪の重大性が挙げられ，それに加えて過去の犯罪歴等についても考
慮される14)。
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13) 量刑法に基づく社会内労働については，拙稿「ニュージーランドにおける社
会内処遇制度の一形態としての社会内労働を通じた対象者の就労」『比較法雑
誌』46巻号（2012年）103-126頁，同「ニュージーランドにおける社会内処
遇制度の一形態としての社会内労働」川端博 =椎橋隆幸 =甲斐克則編『立石二
六先生古稀祝賀記念論文集』成文堂（2010年）893-912頁，同「ニュージーラ
ンドにおける社会内処遇の新動向：2002年の量刑法における社会内量刑」
『JCCD』94号（2004年）20-33頁参照。なお量刑法が施行される以前のニュー
ジーランドにおける社会内処遇制度の根拠法は1985年刑事司法法（Criminal
Justice Act 1985）であり，量刑法における社会内労働に類似する社会内処遇制
度として，周期的拘禁（periodic detention）ならびに社会奉仕命令（commun-
ity service order）について規定されていた。前者は，日なら10時間（1993年
の法改正前は時間），週間なら18時間（1993年の法改正前は15時間）にわ
たって12ヶ月を限度に，周期的拘禁対象者を周期的拘禁区に監禁するものであ
るが，実際には，対象者の多くは，週末に周期的拘禁作業所に出頭し，周期的
拘禁の監視員に伴われ，およそ10人が一団となり，雑木林を伐採したり，ゴミ
を拾ったり，政府の建物を掃除するといった作業に無償で従事していた。後者
は，犯罪で有罪とされた対象者に対して，指定された慈善労働作業を，地域社
会内で，200時間を限度として裁判所が命じるものであった。周期的拘禁も社
会奉仕命令も，加害者を無償の作業に従事させるといった点においては共通性
があるが，①周期的拘禁は対象者の同意なしに実施可能であるのに対し，社会
奉仕命令は対象者の同意を必要とする点，②周期的拘禁が周期的拘禁センター
のスタッフが直接監督するのに対し，社会奉仕命令は対象者の行う作業を外部
に委託されている点等において相違がみられた。
14) 筆者は，2009年月25日にウェリントンにある矯正省の本省を訪問する機会
社会内労働の対象となる典型的な罪種としては，交通事犯が挙げられ，
その他にも窃盗や薬物事犯に対して言渡される場合もある15)。
社会内労働の執行は，ニュージーランド矯正省（Department of
Corrections）が所管するコミュニティ・プロベーションサービスに所属
するプロベーション・オフィサー，上級社会内労働監督官（senior com-
munity work supervisor）さらには社会内労働監督官（community work
supervisor）等の職員により監督されている。
社会内労働を言渡された対象者の配置場所については，プロベーショ
ン・オフィサーによって決定される（量刑法第61条）。具体的には，プロ
ベーション・オフィサーは，社会内労働の対象者ついて，①社会内労働セ
ンターへの配置16)，②その他の代理人（agency）への配置，③その双方
への配置のいずれかを決定する。
このように，現在社会内労働は，実務上つの形態で実施されている。
つがプロベーション・オフィサー等のコミュニティ・プロベーションサ
ービスに所属する職員により直接的に監督され，通常人から10人の集団
で対象者に作業を行わせるもので，1985年刑事司法法（Criminal Justice
Act 1985）（以下「1985年法」）における周期的拘禁（periodic detention)
に類似するものである17)。もうつが，代理人と呼ばれる地域社会内の機
関・団体に委ねられるもので，1985年法における社会奉仕命令（com-
munity service order）と類似するものである18)。代理人については，あら
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に恵まれたが，その際の筆者の質問に対するフッド（G. Hood）の説明による。
15) 前述したフッドの説明による。
16) 実務上は，コミュニティ・プロベーションサービスにおける各地のサービス
センターに配置され，プロベーション・オフィサーや上級社会内労働監督官，
さらには社会内労働監督官等の職員により直接監督される。
17) 筆者が2009年月26日にコミュニティ・プロベーションサービスのウェリン
トン・サービスセンターを訪問した際には，同センターでは毎週火曜日，水曜
日，木曜日，土曜日の日間において朝時から16時まで，最大名の対象者
（及び名の監督者）をつの集団として社会内労働に従事させているとの説
明を受けた。
かじめ対象者の受入れについて社会内労働センターとの間での合意の上で
代理人として登録される。
プロベーション・オフィサーは，加害者が社会内労働を行うための配置
先を決定する場合，①犯罪の状況，②社会内労働の判決を通じて，加害者
が労働の習慣や技能を学ぶことからどれだけの利益を得ることができる
か，③加害者の性格や経歴，④加害者の身体的・精神的な適性，⑤当該事
例において行われているあらゆる修復的司法プロセスの結果，⑥加害者の
居住地から相応の距離内に，社会内労働センターが存在するかどうか，⑦
加害者の居住地から相応の距離内に，加害者に対して十分に適切な労働を
役立てうる代理人が存在するかどうか，⑧その他のあらゆる関連状況を考
慮しなければならない（量刑法第62条）。一般に，比較的重大な罪を犯し
た者に対しては，プロベーション・オフィサー等により直接監督され，比
較的軽微な罪を犯した者は，代理人への委託による作業に従事する傾向に
ある19)。
社会内労働における作業内容については，①病院，教会，その他の慈善
事業，教育，文化及びレクリエーションに関連する施設もしくは組織（マ
ラエを含む20)）における作業またはそれらの施設・組織のための作業，②
傷病者，高齢者もしくは身体障害者のための施設もしくは組織における作
比較法雑誌第47巻第号（2013）
166
18) ウェリントン・サービスセンターのスマヌファガイ（S. Seumanufagai）によ
れば，主な代理人としては，サルベーション・アーミー，教会，スポーツグル
ープ，高齢者施設，シティ・カウンセル，地方公共団体などが挙げられ，基本
的につの個人・団体に名の対象者が受入れられているという。（2009年
月26日の訪問の際のインタビューによる）。
19) ウェリントン・サービスセンターのグッディング（L. Gooding）によれば，
一般に暴力犯や常習犯等の対象者に対しては，プロベーション・オフィサー等
の直接監督下による社会内労働に従事させる傾向にあり，若年犯罪者，初犯，
リスクが少ないと考えられる犯罪者等については代理人に委託される傾向にあ
るという（2009年月26日）。
20) マラエ（marae）とは，ニュージーランド先住民マオリの集会所として用い
られている囲い地のことであり，マオリにとって神聖な場所である。
業，それらの施設・組織のための作業，または傷病者，高齢者もしくは身
体障害者が生活する住居における作業，③国もしくは公共団体が所有者，
賃借人もしくは占有者となっている土地または，国もしくは公共団体が管
理する土地における作業，④地方当局における作業，または地方当局のた
めの作業が挙げられている（量刑法第63条項）。これらの機関・団体は，
地域社会内において公共性・公益性の高い機関・団体であるといえ，罪を
犯した対象者が地域社会に対する埋め合わせもしくはペイ・バックとして
社会内労働に従事するといった考えがその背景のつにあるといえよう。
具体的な作業としては，公共施設等の清掃，庭の手入れ，歩道の整備，ペ
ンキ塗り，農作業，ボーイスカウトとしての活動等がある21)。
 社会内労働の意義
前述のとおり，ニュージーランドにおける社会内労働は刑の一環として
対象者に対して無報酬の労働作業を科すものであり，裁判所により社会内
労働の判決を言渡された者は社会内において何らかの無報酬の労働に従事
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21) 筆者が，2009年月26日にウェリントン・サービスセンターを訪問した際に
は，集団による社会内労働として，公営住宅における農園の整備及び墓地の清
掃の現場を見学する機会に恵まれた。また，社会内労働の成果として，小学校
における整備されたグラウンド，ならびに公営住宅における整備された庭を見
学する機会にも恵まれた。また2011年月23日に同センターを訪問した際に
は，代理人として社会内労働の対象者を受け入れている機関として，小学校，
動物虐待防止協会（Society for the Prevention of Cruelty to Animals）（一般に
SPCAと呼ばれる），動物園，サルベーション・アーミー，公立のスウィミン
グ・プール，私立の高齢者福祉施設，マラエ，児童ケアセンター，原生林に囲
まれた野生鳥類保護地域を管理する団体を見学する機会に恵まれた。さらに
2012年月14日にウェリントン郊外のポリルア（Porirua）にあるプロッサー
ストリート（Prosser Street）・サービスセンターを訪問した際には，代理人と
して社会内労働の対象者を受け入れている機関として，病院の敷地内でオーガ
ニック農法による耕作等を行っている団体，安全な地域社会及びストリートの
形成を目的として家族や青少年に対する支援を行う団体，貧困者救済を目的と
して物品の販売を行っている宗教系の団体を訪問する機会に恵まれた。
する義務を有するものである22)。
そしてこのような無報酬の労働への従事は，新たなスキル及び労働の習
慣を習得する機会を提供するものでもある23)。すなわち，社会内労働にお
ける作業を通じ，何らかのスキルを身につけ，また労働の習慣を修得する
ことも社会内労働の目的のつとして考えられるといえよう24)。このこと
は，前述のとおり，量刑法上も対象者の配置先を決定する際に，社会内労
働の判決を通じて加害者が労働の習慣や技能を学ぶことから得られる利益
についても考慮すべきであると規定していることとも合致するものであ
る25)。このような事情もあり，ニュージーランドにおいては，数は決して
多くないものの，社会内労働の経験を通じて対象者が就労に至る例も存在
するものである26)。
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22) 矯正省の HPでは，社会内労働について，「社会内労働の量刑は，無報酬の
労働により地域社会に対して，対象者が犯した罪への埋め合わせをすることを
要求するものである。社会内労働はまた，対象者に対して罪を犯したことへの
責任を取る機会，ならびに新たなスキル及び労働の習慣を学ぶ機会も提供する
ものである」と説明している。Department of Corrections, “Community Work
Agencies.”（http://www.corrections.govt.nz/community-assistance/community-
work-agencies.html）（最終確認日：2012年月24日）
23) Ibid.
24) 前述したフッドも，社会内労働の結果として，対象者が手に職をつける効果
も期待できることも指摘している。
25) 量刑法成立前の根拠法であった1985年法においては，これに類する規定は存
在しない。
26) 社会内労働の経験を通じた就労については，拙稿「ニュージーランドにおけ
る社会内処遇制度の一形態としての社会内労働を通じた対象者の就労」
115-118頁参照。また筆者が，2012年月14日にプロッサーストリート・サー
ビスセンターを訪問した際には，同センター所属のプロベーション・オフィサ
ーであるジルクリスト（J. Gilchrist）（筆者が2011年月23日に訪問した際に
は，ジルクリストはウェリントン・サービスセンターに所属していた）によ
り，社会内労働の経験を通じた就労の例として，新たに①トラックの運転免許
証を所持している対象者が代理人のもとでトラック運転の作業に従事し，作業
に対する姿勢が評価され，社会内労働終了後に当該代理人にトラック運転手と
以上の点に鑑み，対象者の就労の観点からニュージーランドにおける社
会内内労働の意義を考えれば，以下のような点が挙げられよう。
第一に，社会内労働という名称である。量刑法成立前のニュージーラン
ドにおいては，1985年法を根拠法として周期的拘禁と社会奉仕命令とに分
離された形で実施されていたが，とりわけ周期的拘禁という名称は，犯罪
による施設への拘禁といったことを地域社会の人々に連想させる可能性が
考えられよう。周期的拘禁は，実際には週末に周期的拘禁作業所に出頭
し，周期的拘禁の監視員に伴われ，およそ10人が一団となり，雑木林を伐
採したり，ゴミを拾ったり，政府の建物を掃除するといった作業に無償で
従事していたものであるが，拘禁という名称自体が刑務所等の施設への拘
禁を連想させる可能性は考えられよう。すなわち，対象者が周期的拘禁を
言渡された場合，地域社会内における対象者に対する反応も厳しくなるこ
とも考えられ，ラベリング等による弊害の可能性も考えられる。他方社会
内労働は，前述のとおり community workを筆者が和訳したものである
が，この名称は地域社会内において地域社会のための作業に従事する程度
のイメージでとらえられ，地域社会内における対象者への反応も周期的拘
禁よりは厳しくないように思われる27)。いいかえれば，たとえ同一の作業
内容であっても，社会内労働という名称が用いられている場合が，周期的
拘禁と比較した場合にはラベリング等による弊害の可能性も低いように思
われるものである28)。
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して雇用された例，②貧困者救済を目的として物品の販売を行っている宗教系
の団体が代理人として対象者を受入れ，最初は引っ込み思案で店の奥での作業
にのみ従事していた対象者を団体のスタッフが指導し，店頭で作業してみるよ
う促したところ徐々に店頭での接客等の作業にも従事するようになり，社会内
労働終了後に別の店の店員となった例についての情報に接した。
27) 前述したジルクリストも，この点を指摘している（2012年月14日訪問時）。
28) 前述のとおり我が国の社会貢献活動の場合，ニュージーランドにおける社会
内労働のように裁判所によって言渡される刑ではなく，あくまでも保護観察対
象者に対する遵守事項であるので，社会内労働以上にラベリングによる負の効
果は少ないように思われる。
第二に，社会内労働の対象者が代理人のもとで作業に従事することは，
実地における職業訓練の場を提供するものであり，より実践的なキャリア
スキルを獲得することを可能にするものであるといえよう。前述のとお
り，社会内労働の対象者が代理人に委託された場合，対象者は代理人とな
っている機関・団体において社会内労働の作業に従事することになり，当
該団体が実際に実施している作業の一部を担うことになる。社会内労働に
おける代理人となるための資格については，地域社会内において公共性・
公益性の高い機関・団体に限定されているが，代理人によっては活動資金
等を捻出するために，商品の販売等を行っている場合もあり，代理人の下
での活動を通じて商品の選別・販売・品質管理及びカスタマーサービス等
のノウハウを知ることは，営利を目的とした機関・団体においても応用が
可能であるといえよう。このような実地において就労に有利となる知識・
技術等を学ぶことは，対象者を特定の施設等に集めて職業訓練を行う場合
とは異なり，より実践的な職業訓練の機会を提供するものであり，ニュー
ジーランドにおける社会内労働の経験を通じた対象者の就労を考える上で
の重要な要素であるといえよう。また，矯正省が策定した社会内労働の運
用マニュアルにおいては，代理人となる機関・団体が社会内労働者を受入
れて作業に従事させる場合には，当該機関・団体における他のスタッフと
可能な限り共に作業に従事することが求められている29)。いまさら指摘す
るまでもないが，対象者が他のスタッフと共に作業に従事する際には，ス
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29) Department of Corrections, “Information for Agencies.” (http://www.corrections.
govt.nz/policy-and-legislation/cpps-operations-manual/volume-3a/iii.-management-of
-cw-agencies/2.-cwa-selecting-and-approving-agencies/information-for-agencies.
html)（最終確認日：2012年月24日）。当該資料では，対象者が社会内労働の
期間，代理人となる機関・団体におけるボランティアメンバーとして扱われる
ことが記されている。また前述したジルクリストも，社会内労働の対象者は，
基本的に代理人となる機関・団体の他のメンバーと同一の作業内容に従事して
いることを指摘しており，当該機関・団体の他のメンバーに対しては対象者が
社会内労働の刑の執行として作業に従事していることは伝えられてはいないと
いう（2012年月14日訪問時）。
タッフ間での連絡や確認等のコミュニケーションが必要となり，またスタ
ッフ間での良好な人間関係を維持することが作業の効率性等にも影響を及
ぼすものである。すなわち，社会内労働の対象者が代理人のもとで作業に
従事することは，対象者が現場で作業する人間同士の，いわば生のコミュ
ニケーション能力の習得や人間関係の構築等の機会にもなると考えられよ
う。これらの事項は，対象者同士のロールプレイ等を通じた指導のみでは
実践上不十分な場合も考えられるが，代理人の下での社会内労働の作業に
従事することは，実社会におけるミュニケーション能力の習得や人間関係
の構築等について対象者が学ぶ機会を提供するものであるといえよう。こ
のことは，対象者が職を得て社会復帰を果たす上でも極めて重要な要素と
なるものである。さらに，対象者が代理人となる機関・団体における他の
スタッフと共に作業に従事し，これを完了することが出来た場合には，対
象者が他人と同じ作業をやり遂げることができたと実感することができ，
このことが対象者自身の劣等感を克服して自信を持つことや，自己有用感
を感じるきっかけとなることも考えられ，対象者の就労を促進する要因と
なる可能性も考えられよう。また対象者が受入れ先である代理人のもとで
の作業に従事する場合，可能性は決して大きくはないとしても30)，作業に
対する姿勢等によっては当該代理人による雇用に繫がる可能性もあること
も，社会内労働の意義として考えられるものである。
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30) 筆者が2012年月14日にプロッサーストリート・サービスセンター及びポリ
ルア近郊の代理人を訪問した際に得た情報によれば，代理人側が対象者を受け
入れる際に，社会内労働終了後に対象者を雇用することまでは意識されてはい
ないという。社会内労働終了後に代理人に雇用された例は，対象者の経験・知
識・特技等が代理人側のニーズと一致し，かつ対象者の作業に対するやる気・
情熱等が代理人側に認められた場合に限られると考えられる。したがって代理
人による対象者の受入れについては，結果として我が国における協力雇用主制
度やトライアル雇用に類似した要素を果たす場合も考えられるが，この機能が
前面に出ているとまではいえないであろう。前述したジルクリストも，社会内
労働期間終了後に対象者を雇用するかどうかは，あくまでも代理人と対象者と
の問題であると指摘していた。
第三に，社会内労働による作業時間である。前述のとおり，ニュージー
ランドにおける社会内労働は法律上400時間を上限としている。社会内労
働の対象者が，社会内労働の作業に従事することを通じて就労上有益とな
る知識や技術を身につけるためには，ある程度の時間が必要となることも
考えられる。この点に鑑みた場合，かりに日あたり時間の作業を実施
すると考えると，400時間の社会内労働を言渡された者は，50日間の作業
に従事することになる。さらに，社会内労働の対象者の中には，社会労働
期間終了後にもボランティアとして代理人の機関・団体での活動に従事し
ている者も存在する31)。このことは就労に必要な知識・技能を学ぶために
十分な時間を確保することを可能とするものであり，またボランティア活
動に従事していた経験として対象者が就職先を探す際の評価となる可能性
を生み出しているとも考えられる32)。ニュージーランドでは，ボランティ
ア活動が社会的に評価される傾向にあり，多数の人々がボランティア活動
に従事している。2008年のデータによれば，ニュージーランドでは約124
万1000人が過去12ヶ月以内にボランティア活動に従事したと答えている
が，これは10歳以上の人口の約34パーセントを占める数字となってい
る33)。これらの人々が活動するための組織も多数存在しており34)，このよ
比較法雑誌第47巻第号（2013）
172
31) 前述したジルクリストの指摘による （2012年月14日訪問時）。またジルク
リストによれば，社会内労働期間終了後に受入れ先の代理人に雇用された例に
は，社会内労働期間終了後ただちに雇用された場合と，社会内労働期間終了後
に引き続きボランティアとして当該代理人のもとでの作業に従事し，その後雇
用された場合とがあるという。
32) 筆者が2012年月14日に前述したジルクリストに面会した際，ジルクリスト
はサルベーション・アーミーの例を挙げ，サルベーション・アーミーのような
規律の厳格な組織でボランティア活動に従事していることが，就職先を探す上
での本人の信頼にも繫がることを指摘していた。
33) Office for the Community and Voluntary Sector, “How do New Zealanders
give?: 2008 update.” (http: //www. ocvs. govt. nz/work-programme/building-
knowledge/giving-research/2008-giving-research.html#Volunteering3) （最終確
認日：2012年月24日）. またニュージーランドにおけるボランティア活動につ
いて紹介したものとして，峯良智子『ニュージーランドの休日』東京書籍
うな組織が社会内労働の対象者の受け皿となっている面があるように思わ
れる35)。そしてこれらの組織におけるボランティア活動に従事した経験
が，社会内労働の対象者の就労に役立つ場合も考えられる36)。いずれにし
ても，最長400時間の作業時間に加え，社会内労働期間終了後もボランテ
ィアとして活動した場合，一概にはいえないものの，これらの作業を通じ
て就労上有益となる知識や技術を身につける可能性も高まるように思われ
るものである。
第四に，社会内労働の対象者を受入れる代理人側も，①無償による労働
の提供を受けることができる，②社会内労働期間内であっても代理人側が
対象者の受入れ継続不可能と判断した場合には，受入れを中止することが
できる等のメリットが考えられる。代理人が対象者の受入れ継続不可能と
判断した場合には，プロベーション・オフィスは，①当該代理人のもとで
作業に従事している対象者に対しては他の代理人のもとに移動する理由を
告げ，対象者を他の代理人に割当てるものとされ，②当該代理人に対して
は，謝意を伝えた上で，将来的に社会内労働の対象者を再度受入れる意思
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（2006年）130-142頁。
34) コミュニティ及びボランティア部門局（Office for the Community and
Voluntary Sector）のホームページによれば，ニュージーランド国内内には約
万7000もの非営利組織が存在し，これらの組織のスタッフのうち90パーセン
ト以上がボランティアによるスタッフであることが示されている。Office for
the Community and Voluntary Sector, “Facts about the sub-sectors of the
community sector.” (http: //www. ocvs. govt. nz/work-programme/building-
knowledge/subsector-facts.html) （最終確認日：2012年月24日）. なおコミュ
ニティ及びボランティア部門局は，内務省（Department of Internal Affairs）に
属する組織である。
35) 筆者がこれまでに訪問した代理人となっている機関・団体においても，社会
内労働の対象者と一般のボランティアスタッフが共同で作業に従事している姿
を視察する機会に恵まれた。
36) 峯良・前掲書130頁では，ニュージーランドにおけるボランティア活動につ
いて，「社会人として働く前に実務経験を積む機会としてもとらえられている
ようだ」と指摘されている。
がある場合には，矯正省に連絡するよう求めるものとされている37)。すな
わち代理人は，社会内労働の対象者の受入れにより無償による労働の提供
を受けるだけでなく，社会内労働の期間中であっても対象者の受入れ継続
を拒否できるという条件も付与されているものであるといえよう。これら
の条件が，代理人による社会内労働の受入れを促進するつの要素でもあ
るとも考えられる。代理人側が社会内労働の対象者に何らかの職業訓練的
な指導を行う場合には，時として困難に遭遇することも考えられ，代理人
側も忍耐・辛抱を要する場合も考えられよう。いいかえれば，代理人側も
無償でかつプロベーション・オフィスによる保証があるからこそ，対象者
を受入れ，時として忍耐・辛抱を伴う作業指導等を行うということも考え
られよう。かりにこれがトライアル雇用などの賃金労働の場合には，賃金
を支払う側の忍耐・辛抱にも限界があるように思われる。また，代理人が
対象者を受入れた場合には，社会内労働代理人基金（Community Work
Agencies Funding）により対象者の作業に必要な物品の購入費用等に対す
る援助の提供を受けることができることもでき38)，このことが代理人側の
メリットとして考えられよう。
このように，ニュージーランドにおける社会内労働の作業内容（とりわ
け代理人のもとでの作業）には，実地における職業訓練の様相といった一
面もあり，このことが結果として社会内労働を通じた対象者の就労に至る
場合があるといえよう。
無論，対象者の就労については，代理人側の事情や社会の景気状況な
ど，プロベーション・オフィスの努力のみでは解決しえない面も多々ある
比較法雑誌第47巻第号（2013）
174
37) Department of Corrections, “Breakdown of Agency Placement.” (http://www.
corrections.govt.nz/policy-and-legislation/cpps-operations-manual/volume-3a/iii.
-management-of-cw-agencies/1.-cwa-offender-management/breakdown-of-agency-
placement.html) （最終確認日：2012年月24日). 前述したジルクリストも，
代理人とは良好な関係を保ち，代理人に無理をさせてはならないことを指摘し
ていた（2012年月14日訪問時）。
38) 社会内労働代理人基金については，拙稿「ニュージーランドにおける社会内
処遇制度の一形態としての社会内労働を通じた対象者の就労」123-124頁参照。
ことは事実である。したがって，プロベーション・オフィスが取組むべき
事とは，地域社会内における潜在的な雇用主にも繫がる可能性のある代理
人を開拓し，一方で対象者の対象者の経験・知識・特技等を正確に見極め
た上で作業内容及び配置場所を決定し，代理人に委託する場合には代理人
と緊密な連携を取り，代理人を通じて対象者に対して就労を含めた社会復
帰・社会への再統合の必要性について理解させることに尽きると思われ
る。その際に，代理人と対象者との間におけるマッチングが重要であるこ
とはいうまでもないが，できる限り多種多様な代理人を確保することが，
対象者と対象者を受入れる側とのミスマッチを避けることにもなろう。ま
た必要な場合には，プロベーション・オフィスが積極的に代理人側と連絡
を取り合い，代理人に決して無理をさせないことも，多種多様な代理人を
確保することにも繫がるように思われる。
このような代理人の開拓及びプロベーション・オフィスと代理人との良
好な関係の維持こそが，社会内労働の対象者に対して実地による職業訓練
の機会を提供するといったニュージーランドにおける社会内労働の特徴を
活かす上で必要不可欠なものであるように思われる。また前述のとおりニ
ュージーランドにおいては，ボランティア活動に対する社会的評価が高
く，実際にボランティア活動に従事している人が数多く存在するといった
事情も，社会内労働を考える上で看過しえないものであるといえよう。
III ニュージーランドにおける社会内労働からの示唆
以上において我が国における社会貢献活動ならびにニュージーランドに
おける社会内労働についてみてきたが，我が国における社会貢献活動の発
展を考える上でニュージーランドにおける社会内労働が与える示唆として
は，以下のようなことが考えられる。
第一に，対象者によっては社会貢献活動の内容に職業訓練的な要素を加
えることについて検討することである39)。いまさらいうまでもなく，現在
の我が国においては，法務省と厚生労働省が2005年（平成17年）月に発
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表した「刑務所出所者等総合的就労支援対策」に代表されるように，刑務
所出所者や保護観察対象者等への就労支援の必要性について認識されてい
る。この「刑務所出所者等総合的就労支援対策」においては，「刑務所出
所者等の就労の確保は，その再犯を防止し，改善更生を図る上で極めて重
要であることから，法務省と厚生労働省との連携を強化し，効果的な就労
支援対策を講じる必要がある」と説明されており40)，とりわけ再犯防止の
観点から就労支援の重要性について指摘されているものである。いいかえ
れば，「刑務所出所者等総合的就労支援対策」の場合，その対象者が無職
であることが再犯のリスクを高めるとの認識がその根底に存在するもので
あるといえよう41)。
このような点に鑑みれば，我が国の社会貢献活動に職業訓練的な要素を
加えることは，対象者の社会復帰の観点からも矛盾するものではないとい
えよう42)。無論，我が国における保護観察対象者等に対する就労支援につ
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39) 我が国における文献でこの点について指摘したものとして，太田達也「刑の
一部執行猶予と社会貢献活動：犯罪者の改善更生と再犯防止の観点から」412
頁。
40) 刑務所出所者等総合的就労支援対策の報道発表資料については，法務省＝厚
生労働省「刑務所出所者等総合的就労支援対策」（http: //www.mhlw. go.
jp/houdou/2005/08/h0829-2.html）（最終確認日：2013年月日）参照。
41) 法務総合研究所・前掲白書233頁においても，保護観察対象者の就労状況別
による再犯率について，2002年（平成14年）から2011年（平成23年）の累計と
して，有職者が7.4％，無職者が36.3％という数字が示されている。すなわち，
保護観察対象者における無職者の再犯率は有職者の約倍ということになり，
無職であることが再犯のリスクを高めることを裏付ける根拠のつであるとい
えよう。
42) 法務省保護局更生保護振興課「刑務所出所者等総合的就労支援について」
『更生保護』57巻12号（2006年）24頁においては，保護観察対象者の早期就職
を促し，就労が継続するよう支えることは，最も基本的な保護観察の処遇であ
ると考えられてきたことが指摘されている。そうであるとすれば，保護観察対
象者に対する社会貢献活動に職業訓練的な要素を加えることは，保護観察の処
遇においても重要な要素のつであるといえよう。
いては，前述した「刑務所出所者等総合的就労支援対策」以外にも，更生
保護施設における就労先の開拓，自立更生促進センターにおける職業訓
練，保護司の個人的な人脈を通じた就職先のあっせん，協力雇用主による
雇用など，現在も様々な活動が実施されているものであり，社会貢献活動
においてまで就労に繫がるような職業訓練的な要素を加える必要はないと
いう主張も考えられよう。
しかしながら，前述のとおり，無職であることが保護観察対象者等の再
犯のリスクを高めるのであれば，社会貢献活動においても可能な限り対象
者の就労に繫がるような運用を目指すべきであるといえよう。犯罪者の社
会復帰を標榜する我が国の刑事政策において，再犯リスクの減少は最も重
要な課題の�つであり，再犯リスクを減少させると思われる要因について
は常に刮目すべきであるように思われる。それ故，再犯リスクの減少とい
う観点に基づき，対象者の就労に繫がるような職業訓練的な要素を社会貢
献活動に加えることも意義のあるものであり，このことが我が国における
保護観察対象者に対する新たな就労支援策となる可能性も考えられよう。
実際これまでにも，保護観察対象者や更生保護施設の入所者が福祉施設で
の活動をきっかけとして介護士の資格を取得した例や福祉関係の施設に就
職した例が紹介されており43)，社会貢献活動の対象者に対しても一定の条
件の下で44)，職業訓練的な要素を含む活動を行わせることも十分可能であ
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43) 井出・前掲論文38頁，浦上久美「特別養護老人ホームでの社会参加活動」
『更生保護』62巻12号（2011年）29-30頁，中村・前掲論文44-45頁。
44) 職業訓練的な要素を伴う社会貢献活動を実施する条件としては，①対象者が
当該活動に従事することにより，何らかの職業的な知識もしくは技能を習得で
きる見込みがあること，②職業訓練的な要素を伴う社会貢献活動を実施可能な
受入れ先があること，③対象者が職業訓練的な要素を伴う社会貢献活動に従事
することに対して意欲を有していること，④対象者が職業訓練的な要素を伴う
社会貢献活動に従事した場合であっても，改正法案にある「善良な社会の一員
としての意識の涵
かん
養及び規範意識の向上に資する地域社会の利益の増進に寄与
する社会的活動」に従事したと評価することができ，かつ社会貢献活動におけ
る処遇効果として期待されている�要素（ⅰ自己評価を高め，改善更生の意欲
ると考える。我が国におけるこれらの例に加え，ニュージーランドにおけ
る社会内労働を通じて就労に結びついた例のような海外における社会奉仕
命令を通じた就労の例を参照しながら45)，社会貢献活動の実際に際しても
職業訓練的な要素を含む内容を検討することが求められよう。さらに将来
的には，より就労に効果的な社会貢献活動のあり方について検討する必要
があると考えるものである。
第二に，社会貢献活動の時間的枠組みについて，対象者の事情に合わせ
て柔軟に対応することを検討することである。
前述のとおり，2011年度より先行実施されている社会貢献活動について
は，活動回数を保護観察者�人あたり�回程度とし，�回あたりの活動時
間をおおむね�時間から�時間とし，全回をおおむね�ヶ月以内に終了す
るようにするといったことが指摘されている。この理由について齋場は，
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を向上させること，ⅱ社会のルールを守ることの必要性を認識させること，ⅲ
対人関係等の社会性を向上させること）を満たすことが可能であると考えられ
ること，⑤その他，対象者の資質及び環境に鑑み，職業訓練的な要素を伴う社
会貢献活動に従事させることが適切でないと思われる事情がないこと等が考え
られよう。
45) ニュージーランド以外の国における社会奉仕命令を通じた対象者の就労の例
について筆者が接した情報としては，韓国における例がある。筆者が2012年�
月16日に大邸
テ グ
保護観察所を訪問した際に，社会奉仕命令の対象者が福祉機関に
おいて同命令に従事した後，一般職員や食堂の調理担当などとして福祉機関に
雇われた例があるとの情報に接した。なお韓国における社会奉仕命令について
は，太田達也「韓国・罰金未納者に対する社会奉仕命令（翻訳）」『法学研究』
83巻�号（2010年）59-64頁，呉英根「韓国の社会内処遇の現状と課題」『龍谷
大学矯正・保護研究センター研究年報』�号（2007年）20-26頁，姜暻來「韓
国における非行少年に対する衝撃拘禁処遇」『法学新報』117巻�・�号（藤本
哲也先生古稀記念論文集）（2011年）277-296頁，宣善花「韓国における社会奉
仕命令の実施状況：社会貢献活動の法制化を契機として」『罪と罰』48巻�号
（2011年）64-73頁，崔鍾植「韓国における社会奉仕命令と受講命令制度」『国
学院法政論叢』20号（1999年）55-79頁，同「韓国における社会内処遇制度の
現状と課題」刑事立法研究会編『更生保護制度改革のゆくえ：犯罪をした人の
社会復帰のために』現代人文社（2007年）等を参照。
「処遇効果を確保するため各活動の間隔が余りに長期間にならないように
することと，活動の最終回の実施時期が遅くなって良好措置の時期を失す
ることのないようにすること，などを考慮したもの」と説明している46)。
また太田は，社会貢献活動を長期的に実施した場合の問題点として，①対
象者の就労や就学など社会復帰に支障が出ること，②裁判所が命ずる社会
奉仕命令や無償労働と異なり，長時間の活動を行政機関が決定する特別遵
守事項として附加するのが適当かどうかという問題があること等を指摘し
ている47)。
これらの指摘は正鵠を射たものであり，社会貢献活動が対象者の社会復
帰を妨げる事態となることを回避すべきであることは，言をまたないもの
である。
他方，社会貢献活動に前述した職業訓練的な要素を取入れた場合には，
ヶ月以内に回程度実施するだけでは就労に必要な知識や技能を十分に
習得することができない場合も考えられる。前述のとおりニュージーラン
ドにおける社会内労働の場合，法律上最長で400時間の作業時間に従事さ
せることができ，また社会内労働期間終了後もボランティアとして活動す
る例も見られる。そして，このような長期間にわたる社会内労働への従事
が，ニュージーランドにおける社会内労働を通じた就労の一因となってい
ると考えられるものである。我が国においても，保護観察対象者が職業訓
練的な要素を取入れた社会貢献活動に従事することにより，何らかの知識
や技能を習得することは，決して保護観察者の社会復帰にとってマイナス
となるものではないと思われる。したがって，職業訓練的な要素を取入れ
た社会貢献活動を実施する場合には，対象者の社会復帰の妨げとならない
範囲において，社会貢献活動の回数や時間を通常より増やすことも検討す
べきであると考えるものである。
また社会貢献活動の対象者が特別遵守事項として設定された期間を過ぎ
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46) 齋場・前掲論文17-18頁。
47) 太田達也「刑の一部執行猶予と社会貢献活動：犯罪者の改善更生と再犯防止
の観点から」410頁。
た場合であっても，ニュージーランドにおける社会内労働のように，本人
が希望する場合には，ボランティアとして継続して当該活動に従事できる
よう保護観察所がサポートすることも必要となるように思われる。前述し
た更生保護施設の入所者が福祉施設での活動をきっかけとして福祉関係の
施設に就職した例においても，自主的に継続して活動に参加していたこと
が記されており48)，自主的に継続することの重要性が垣間見られるもので
ある。
前述のとおり，長時間の活動を行政機関が決定する特別遵守事項として
附加するのが適当かどうかという問題を指摘する声があることを考慮すれ
ば，社会貢献活動の実施期間を過ぎた後であっても，本人が希望する場合
にはボランティアとして継続することをサポートすることから着手するこ
とが現実的であるようにも思われる。
いずれにしても，社会貢献活動の実施時間や回数を杓子定規的に決定す
るのではなく，対象者の事情に合わせて柔軟に対応することを検討するこ
とも必要であると思われる。いまさらいうまでもなく，社会貢献活動は対
象者の社会復帰に資するものでなければならないものであり，社会貢献活
動の実施時間や回数を増やすことや，特別遵守事項として設定された期間
を過ぎた場合にボランティアとして継続して従事させることが社会貢献活
動対象者の社会復帰に資すると考えられる場合には，これらの措置を講じ
ることこそが保護観察所に求められるものであるといえよう。
お わ り に
以上においてニュージーランドにおける社会内労働の対象者に対する職
業訓練的な面から，我が国における社会貢献活動の発展可能性について論
じてきたが，一方でニュージーランドにおける社会内労働と我が国におけ
る社会貢献活動には法的位置づけや社会的環境等における相違点もあり，
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48) 中村・前掲論文44頁。
ニュージーランドにおける社会内労働における職業訓練的な面をそのまま
我が国に導入することには困難が伴うように思われる。
たとえばニュージーランドにおける社会内労働は独立した刑として最大
400時間を言渡すことができるのに対して，我が国の社会貢献活動はあく
までも保護観察における特別遵守事項のつとして予定されているにすぎ
ない。したがって，たとえ長時間にわたり社会貢献活動に従事することが
対象者に対する職業訓練の面においてメリットがあると考えられる場合で
あっても，特別遵守事項として長時間の社会貢献活動を課せられた者と，
社会貢献活動を特別遵守事項として課せられていない者との間で，特別遵
守事項に伴う負担が著しく異なることは好ましいとはいえないようにも思
われる。また，ニュージーランドにおいては前述のとおりボランティア活
動が活発に行われており，ボランティア活動が社会人として働く前に実務
経験を積む機会としてもとらえられている点が社会内労働を通じた就労を
促進している面があるように思われることも看過できないものである。前
述のとおり，我が国においては社会貢献活動と保護観察対象者の就労支援
が別個に実施されており，社会貢献活動に長時間従事することが却って就
労の機会を逸する場合も考えられるものである。
したがって前述のとおり対象者の資質及び環境等に鑑みて適切であると
考えられる場合にのみ職業訓練的な要素を伴う社会貢献活動を実施するも
のとし，かつ社会貢献活動の実施期間を過ぎた後であっても，本人が希望
する場合にはボランティアとして継続することを保護観察所等がサポート
することが，我が国において社会貢献活動に就労支援の要素を取入れる現
実的な手段であるように思われる。
無論，将来的には社会貢献活動を諸外国における社会奉仕命令のように
独立した処分とすることや，社会貢献の意味をより広義に捉え，たとえば
協力雇用主のもとで活動に従事することも考えられるが，改正法案が既に
参議院に提出された点に鑑みれば，前述のような活動から着手し，運用状
況を見極めた上で改善すべき点は改善していくべきであるように思われ
る。
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いずれにしても職業訓練的な要素を伴う社会貢献活動の効果的な運用方
法を考えるためには，ニュージーランドのみならず他の国々における例も
参照していくべきであるように思われる。
そのような意味においては，我が国における社会貢献活動をめぐる動向
に注目すると同時に，他国の例についても今後とも情報収集に努めること
が筆者に課せられた課題であると考える次第である。
※脱稿後，刑法等の一部を改正する法律案が2013年月15日に可決・成立したと
の情報に接した。
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